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まとめ

（参考）2013年10月RDD法による全国20歳以上男女1800名電話調査
意味含め知っている：1.4％, 聞いたことがある: 4.7%

「健康日本21（第二次）に関する健康意識・認知度調査」

身体活動不足は世界的な問題 (Hallalら2012) となっているが、身体活動には認知機能の改善をはじめとする健康への効果が期待できる (WHO2008他). しかし、地域 (ポピュレーション) レ

ベルの身体活動促進に関するエビデンスは限定的 (Bakerら2015, Cochrane review) である.

本研究は、2013～2014年度の期間に藤沢市4地区で実施した身体活動促進のためのコミュニティワイドキャンペーン (CWC) の手法を改善し全地区に展開実施することで、コミュニティ

醸成・身体活動量増加の支援中心のCWC介入が、身体活動増加、認知症予防につながるか否かその効果を検証し、他地域でも応用可能な介入モデルを構築することを目的とする. これ

により、多部門・多施設、市民も含めた産官学連携で進める身体活動促進・認知症予防の地域介入のモデルとなることが期待される.

「プラス・テン」とは、今より10分多く体を動か

すこと. 厚生労働省が2013年3月に策定した「健康

づくりのための身体活動指針 (アクティブガイ

ド) 」で、身体活動増加のためのメインメッセー

ジとして掲げられている.

ふじさわプラス・テンとは、「プラス・テン

(普段より10分多く毎日カラダを動かすこ

と) 」を藤沢市で展開しているもの. ふじさわ

プラス・テンは、藤沢市健康増進課と、藤沢

市保健医療センター保健事業課と、慶應義塾

大学大学院健康マネジメント研究科が、「藤

沢市身体活動促進キャンペーン」として2013

年の4月からはじめた.

①～⑩：
研究登録した
小グループの所在

神奈川県藤沢市
人口：422,456人
65歳以上人口率：22.8％
面積：69.51km2

人口密度：6,072人/km2

（2015年10月1日現在）

研究対象地区

地域において身体活動実施を促進し、認知症予防効果を含めその効果・インパクトをポピュレーションレベルで評価するモデルを開発する必要がある.

図．5年間の多⾯的地域介⼊が⾝体活動量に与える効果

• 藤沢市健康増進計画第2次（2015〜2024年度）との連携も図り、住⺠との協働を通じた取り組みを強化し、⾝近な場所に集まって主体的・定期的に実施する運動
（グループ運動）の普及に⼒点を置いた戦略を⽴案

• 研究班では10グループ約200名を対象としたグループ運動介⼊研究を実施し、グループ運動の開始・継続⽀援や、各グループからの普及を推奨し、その仕組みを検討
• 研究成果を市の事業や⽼⼈クラブ連合会等に還元・活⽤（例︓グループで⾏う運動のすすめ⽅ガイド（齋藤ら、⽇本健康教育学会誌．2019））
• 市の事業として、グループ運動に関する登録制度「からだ動かし隊」を展開し、2018年には78グループ2,551名が登録

• 4地区介⼊時と同様の⽅法で2018年に実施した質問紙調査を⽤い、2013年・2015年・2018年の3時点で評価
• プロジェクト全体は、ロジックモデルに沿って、PAIREM（Plan計画, Adoption採⽤, Implementation実施, Reach到達, Efficacy/Effectiveness効果,
Maintenance継続）モデル（重松ら. 運動疫学会研究. 2016）を適⽤し、評価

• 5年後調査の⾝体活動時間（就労世代・⾼齢者を合わせた全体の中央値︓120分/⽇）は、ベースライン（86分/⽇）および2年後調査（90分/⽇）よりも有意に増加
• 多変量解析の結果、主要ターゲット層である⾼齢者の⾝体活動時間は、20〜64歳の就労世代と⽐較して5年後調査で有意に増加し（変化量の差︓14.7分/⽇）、
⽬標であった地域全体でのプラス・テン（＋10分）を達成

• ⾼齢者に対する取り組みの到達度（教育機会とコミュニティ形成促進の⼈⼝カバー率）は全市で約19％（Saito et al. Prev Med. 2021）

本プロジェクトは、短期的に改善しうる指標（認知・知識）やプロセスを含めて評価し、戦略を改善しながら、⻑期的に取り組んでいくことで地域全体での成
果につながった。しかしながら、⾼齢者で効果が認められた⼀⽅で、就労世代の⾝体活動促進については課題が残っているため、関係機関とともに更なる普
及活動に取り組んでいる。

PAIREM評価の概要（フェーズ2:2015年〜2018年）
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